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近年、第 4次産業革命と呼ばれる情報通信技術の発展により、これまで雇用契約の下で遂行され
てきたさまざまな業務がプラットフォーム経済、ギグ経済、クラウド労働等々、個人請負等の自営
業として行われる傾向が高まり、雇用類似の働き方に対する政策対応が試みられている。雇用類似
の働き方の歴史は古く、これまでも家内労働法、労災保険の特別加入といった法政策とともに、在
宅ワークガイドラインなど非法制的対応もとられてきた。とりわけ2017年 3 月の働き方改革実行計
画以降、厚生労働省は累次の検討会を開催し、その政策対応を図っている。
検討会に示された労働政策研究・研修機構（以下、JILPT）の試算によれば、「発注者から仕事

の委託を受け、主として個人で役務を提供し、その対償として報酬を得る者」と定義される雇用類
似就業者の数は、全体で約228万人であり、このうち主に事業者を直接の相手とする者は約170万人
である。
諸外国でも雇用類似就業者に対するさまざまな政策対応が試みられているが、近年注目すべきも

のとして、米国のカリフォルニア州で2019年にギグ法といわれる法改正があり、独立請負業者とし
て認められる要件を厳格に限定している。

要　旨
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1 　はじめに

近年、「雇用類似の働き方」という言葉が労働
政策の内外で飛び交うようになった。今日の動き
の直接の出発点は2017年 3 月にまとめられた「働
き方改革実行計画」だ。これを受け厚生労働省は、
2017年10月から雇用類似の働き方に関する検討会
を開催し、関係者や関係団体からのヒアリング、
日本や諸外国の実態報告の聴取などを行い、2018年
3月に報告書をまとめた。この報告書は2018年 4月
に労働政策審議会労働政策基本部会に報告され、
その後同部会でもヒアリングや討議が行われて、
同年 9月に部会報告「進化する時代の中で、進化
する働き方のために」がまとめられ、翌10月に雇
用類似の働き方に係る論点整理等に関する検討会
が設置され、検討が進んでいる。
今日この問題がホットなテーマとなっているの
は、いうまでもなく第 4次産業革命ともいわれる
急激な情報通信技術の発展により、これまで雇用
契約の下で遂行されてきたさまざまな業務が、プ
ラットフォーム経済、ギグ経済、クラウド労働等々
の名称の下、法形式としては個人請負等の自営業
として行われる傾向が世界的に高まってきたから
だ。産業革命以来の200年間、先進諸国は中長期
的に継続する雇用契約を前提として、労働者保護
法制や社会保障制度を構築してきた。これが逆転
し、雇用契約が収縮していくとすれば、自営業と
して働く人々をどのように保護すべきなのかとい
うのが、今日世界共通に問われている問題である。

2 　雇用類似の働き方の歴史的概観

（ 1）雇用契約と請負契約

しかしこの問題を考える際には、雇用契約の外
延に関わる問題は決して新しいものではなく、近

代産業社会成立以前からある古い問題であること
を認識する必要がある。そもそも、他人に労務を
提供しその報酬を受け取るという契約には、その
他人の指揮命令を受けて業務を遂行する雇用契約
と、指揮命令を受けずに自らの裁量で業務を遂行
する請負契約（ないし準委任契約）があるが、産
業革命以前の職人たちの労働は基本的に請負契約
であった。つまり、作業方法は職人たち自身のな
かに内部化されており、依頼者がいちいち指揮命
令するようなことはなかったのである。雇用契約
の典型分野は、執事や女中といった家庭内の家事
労働者であった。ところが、産業革命によって工
業分野の労働も在り方が大きく変わり、それまで
の独立性の高い職人労働から工場全体の作業のな
かの一部を割り当てられて遂行するものになって
いった。「トレードからジョブへ」ともいわれる
この転換により、労働者とは作業内容を使用者か
ら指示され、そのとおりに遂行するだけの弱者と
位置づけられるようになり、それゆえに特別に保
護されるべき存在であるとみなされるようになっ
た。労働時間や安全衛生を始めとする労働法規制
や、傷病、老衰等に対するセーフティネットとし
ての社会保障制度は、そうした「自営業者は弱者
ではないが、労働者は弱者である」という発想を
基盤にして過去100年以上にわたって構築されて
きたのである。

（ 2）家内労働法

ところが、現実社会の状況は決して最初からそ
のようにきれいに区分できるものではなかった。
むしろ、法形式的には自営業者でありながら、社
会経済的状況は雇用される労働者よりも厳しい
人々が相当程度存在していたのである。そのなか
で特別の法的対応が試みられてきたのが、一般に
は「内職」と呼ばれる家内労働者たちであった。
近代的大資本経営ではどうしても不向きな生産工
程は、下請仕事として家内工業に生産工程の一部
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が下請けされ、それが各家庭に委託され、内職者
の手仕事によって分散生産されたのである。家内
労働者は多くの場合家計補助的労働力であること
から労働条件は低く、日本の経済構造の底辺をな
してきた。
家内労働者は形式的には自営業者だが経済的実
態からすれば委託者に従属しており、労働者に準
じた者として労働保護法の対象とすべきだという
議論は古くからあった。日本で家内労働法制定へ
の気運が高まったのは、1950年代末に東京の下町
でヘップサンダル製造に従事する家内労働者に
ベンゼン中毒が続出し、死亡者まで出すに至ったこ
とがきっかけである。労働省は1959年11月に臨時
家内労働調査会を設置し、同調査会は全国各地で
の実態調査と審議を重ねた。その実態調査報告や
議事録を読むと、この問題に取り組むためにいか
に実態把握に努めたかがうかがわれる。
紆余曲折の末、1970年 5 月に家内労働法が成立
した。同法は家内労働者を「物品の製造、加工等
若しくは販売又はこれらの請負を業とする者…か
ら、主として労働の対償を得るために、その業務
の目的物たる物品について委託を受けて、物品の
製造又は加工等に従事する者」と定義している。
このため、産業構造の転換のなかで、家内労働者
の数は1970年の181万人から2017年の11万人弱へ
と大きく減少してきた。

（イ）最低工賃
家内労働者の最低工賃は「一定の地域内におい
て一定の業務に従事する工賃の低廉な家内労働者
の労働条件の改善を図るため必要があると認める
とき」に決定される。最低工賃を調査審議するの
は中央および地方の家内労働審議会であり、これ
は家内労働者代表、委託者代表および公益代表の
3者構成であったが、2001年に中央省庁再編に合
わせて審議会も再編された際、審議機関は労働政
策審議会および地方労働審議会となり、最低工賃

の調査審議に際して関係家内労働者および関係委
託者の意見をきくという規定が盛り込まれたもの
の、家内労働独特の 3者構成はなくなった。
ちなみに2019年 3 月現在で、都道府県最低工賃
は計108業種で設定されている。東京都では、電
気機械器具製造業、革靴製造業、婦人既製洋服製
造業の 3業種である。

（ロ）家内労働手帳
これは国が発行するものではなく、委託者が交
付する文書であり、「委託をするつど」業務内容、
工賃単価、支払期日等を、「物品を受領するつど」
その数量等を、「工賃を支払うつど」その工賃額
等を記入しなければならず、違反には罰則がある。

（ハ）就業時間
家内労働者の就業時間を一般労働者の労働時間
と同じように規制することは本来無理であるが、
委託者が無理な量の委託を押しつけたり、家内労
働者がより多くの収入を求めて長時間の就業をし
たりすることは、その健康を害したり、工賃単価
の低下を引き起こしかねないので、委託者および
家内労働者の努力義務というかたちで、「当該家
内労働者が業務に従事する場所の周辺地域におい
て同一又は類似の業務に従事する労働者の通常の
労働時間をこえて当該家内労働者及び補助者が業
務に従事することとなるような委託をし、又は委
託を受けることがないように努めなければならな
い」と規定され、都道府県労働局長が就業時間の
適正化を図るために必要な勧告を行うとも書かれ
ている。

（ニ）委託打ち切りの予告
これは労働者についての解雇予告制度に当たる
ものであるが、そもそも家内労働の委託契約が一
定期間の労務提供ではなく仕事の完成を目的とす
ることもあり、対象を限定して「六月をこえて継
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別加入という制度になり、家内労働者等も対象に
加えられた。
一方業務外傷病については、一人親方は本来健
康保険の対象ではないはずだが、国民皆保険とな
る前の1953年に成立した日雇労働者健康保険法
が、やはり任意組合を使用者とみなして擬制適用
された。これは一人親方の労働組合による運動の
成果であったが、1959年国民健康保険法の施行後
は厚生省が擬制適用の廃止を目指し、1970年に廃
止され、代わって建設関係の国民健康保険組合が
設立された。

（ 4）労働者性の判断基準

労働者であることに着目した保護法制や社会保
障制度が確立してくると、労働者と自営業者の境
界領域に存在するさまざまな就業形態の者が、法
形式上は自営業者であるが故に受けられない保護
を求めて、自らの「労働者性」を主張するケース
が増加してくる。戦後こうした労働者性に関わる
裁判例が積み重ねられてきたため、労働省に設置
された労働基準法研究会は1985年12月、「労働基
準法の「労働者」の判断基準について」と題する
報告書をとりまとめた。ここでは、労働者性の判
断基準を、指揮監督下の労働という労務提供の形
態および賃金支払という報酬の労務に対する対償
性に求め、この二つを合わせて使用従属性と呼び
つつ、限界事例では事業者性、専属性など補強的
要素も加えて総合判断するとしている。
まず、指揮監督下の労働であるかどうかについ
ては、仕事の依頼、業務従事の指示等に対する諾
否の自由の有無、業務遂行上の指揮監督の有無、
拘束性の有無、さらに補強要素として代替性の有
無を挙げている。報酬の労務対償性については、
報酬の名称に関わりないことを確認している。ま
た、事業者性については、機械器具の負担関係、
報酬の額などを判断要素として挙げている。具体
的事案としては、傭

よう

車
しゃ

運転手と在宅勤務者を挙げ

続的に同一の家内労働者に委託している委託者」
が「当該家内労働者に引き続いて継続的に委託を
することを打ち切ろうとするとき」に、「遅滞なく」
その旨を予告するよう努めるという努力義務規定
とされている。

（ホ）工賃の支払い
最低工賃以外に、工賃の支払いについて、通貨
払い原則、全額払い原則、そして物品受領の日か
ら 1カ月以内に支払うべきことを定めている。一
定期限内払いは「委託者が家内労働者の製造又は
加工等に係る物品についての検査をするかどうか
を問わず」と規定して、検査の未終了を口実に工
賃の支払いを引き延ばすことを禁止している。

（ヘ）安全衛生
家内労働法制定の原動力がベンゼン中毒であっ
たことからも、家内労働者の安全衛生は重要な項
目である。法律上は委託者の義務、家内労働者の
義務、補助者の義務について一般的に規定されて
いるだけで、具体的な措置は省令に定められてい
る。また、委託や受託の禁止、機械器具や物品の
使用停止などの行政措置も規定されている。

（ 3）建設業の一人親方

建設業の一人親方を巡ってはやや複雑な経緯が
ある。建設業では戦前来、重層請負構造を前提と
して元請負人が下請けの労働者まで労災補償責任
を負うこととされ、保険料は請負金額をベースに
算定されていた。請負金額には下請けの労働者だ
けでなく一人親方の分も含まれているが、いざ労
災が発生すると、一人親方は自営業者なので保険
給付を受けられない。この矛盾を解決するため、
1947年11月の通達（基発第285号）で、一人親方
に任意組合をつくらせ、それを使用者とみなして
擬制適用するという便宜的取り扱いをした。これ
がその後、1965年 6 月の労災保険法改正により特
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ため、近年増加してきた情報通信機器を利用して
サービスの提供を行う在宅形態での働き方は対象
とされないが、産業分類上印刷業は製造業とされ
ていたため、印刷業者の委託を受けてタイプ打ち
をする者は家内労働者とされていた。これが急速
にワープロ作業に変わることに対応して、労働省
は1989年から在宅就業問題研究会を開催し、翌
1990年 2 月に第 1 次報告をまとめ、フロッピー
ディスクによって受け渡しをする場合であれば
「物品の製造又は加工等」に該当するとして家内
労働法を適用することとした。しかし、急速に進
む技術革新のなかで、フロッピーディスクを使え
ば家内労働だが、通信回線なら家内労働ではない
などというやり方はすぐに時代遅れとなった。

（ 2）在宅就労問題研究会

その後、労働省は1998年 7 月に在宅就労問題研
究会を開催し、翌1999年 7月に中間報告、2000年 3月
に最終報告をまとめた。同報告は、在宅ワーカー
の契約条件を巡る問題点を挙げたうえで、今後の
施策の在り方として、契約条件の明確化、契約条
件の適正化、報酬決定の適正化、在宅ワーカーの
健康管理およびプライバシーの保護など在宅ワー
クの適正な実施確保に加え、円滑な需給調整や仲
介的機能の整理、能力開発・能力評価の促進や相
談指導体制の整備など在宅ワーカーに対する支援
の必要性を強調したうえで、在宅ワークの契約条
件の文書明示や契約条件の適正化等に係るルール
を確立して、発注者および仲介業者、さらには在
宅ワーカーがそれに沿った契約を行うよう誘導し
ていくことが必要としている。
ただ、その手法としては、在宅ワークがなお成
熟途上の働き方であることに鑑み、法令等による
規制などのような強制的な手段よりも、むしろ緩
やかなかたちでの誘導策を講ずることが適当とし
た。行政としては最低限確保されるべき事項を盛
り込んだガイドラインを策定し、関係当事者によ

て具体的な判断基準を示している。
その後1996年 3 月に、同研究会の労働者性検討
専門部会報告として、「建設業手間請け従事者及
び芸能関係者に関する労働基準法の「労働者」の
判断基準について」がまとめられた。一方、集団
的労使関係法においては、2011年 7 月に取りまと
められた労使関係法研究会の報告書が、契約上は
業務委託や独立事業者であっても労働組合法上の
労働者として扱うべき者の類型を示している。
そこでは、事業組織への組み入れ（労務供給者
が相手方の業務の遂行に不可欠ないし枢要な労働
力として組織内に確保されているか）、契約内容
の一方的・定型的決定（契約締結の態様から、労
働条件や提供する労務の内容を相手方が一方的・
定型的に決定しているか）、報酬の労務対価性（労
務供給者の報酬が労務供給に対する対価またはそ
れに類するものとしての性格を有するか）の三つ
を基本的判断要素とし、業務の依頼に応ずべき関
係（労務供給者が相手方からの個々の業務の依頼
に対して、基本的に応ずべき関係にあるか）、広
い意味での指揮監督下の労務提供（労務供給者が、
相手方の指揮監督の下に労務の供給を行っている
と広い意味で解することができるか）、一定の時
間的場所的拘束（労務の提供に当たり日時や場所
について一定の拘束を受けているか）の三つを補
充的判断要素とし、顕著な事業者性（労務供給者
が、恒常的に自己の才覚で利得する機会を有し自
らリスクを引き受けて事業を行う者とみられる
か）を消極的判断要素とするという基準を提示し
ている。

3 　在宅ワークに関する労働政策

（ 1）在宅就業問題研究会

前述のように、家内労働法はその対象を「物品
の製造又は加工等に従事する者」に限定している
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措置、能力開発機会の付与、問い合わせや苦情を
受け付ける担当者の明確化なども求めている。な
お、2010年 3 月に若干改正された。

（ 4）在宅就業施策在り方検討会

厚生労働省の委託事業（在宅就業者総合支援事
業）により設けられた今後の在宅就業施策の在り
方に関する検討会は2015年 3月に報告書をまとめ、
家内労働のように厳格な最低工賃の仕組みは適当
ではなく、安全衛生確保規定をそのまま適用する
こともできないとしている。一方、在宅就業者と
発注者の間や、仲介機関を介する 3者構成である
ことに起因するトラブル、報酬額の決定に関する
問題を指摘し、家内労働法を抜本的に改正するこ
とにより、契約上の課題や秘密保持に関する規定
等を盛り込んだ立法措置を講じることも考えられ
るとしつつ、在宅ではない請負等、在宅就業と類
似の課題が存在する可能性がある就業形態が存�
在するなかで、在宅就業についてのみ施策を講�
じることについて整理がされていないとして、�
「将来的に必要な課題ではあるが、現時点では�
機が熟しているとはいえない」と否定的だ。そして
当面は上記ガイドラインの見直しで対応すべきと
している。
2016年 3 月の検討会報告書は具体的なガイドラ
インの見直しを議論した。現行ガイドラインが注
文者と在宅ワーカーの 2者構成を基本とし、仲介
機関は注文者に含まれると整理しているのを維持
しつつ、委託型、純粋紹介型に分け仲介機関につ
いての規定を設けること、契約条件の変更、成果
物が不完全な場合の取り扱い（補修、損害賠償請
求）、知的財産権の取り扱い、秘密保持義務と個
人情報の取り扱い、報酬の支払期日・報酬額、納
期、解除等について具体的な見直し案を提示して
いる。

る自主的な遵守を促すことが適切としており、具
体的なガイドラインを示している。労働省は同年
6月にほぼそのままのかたちで在宅ワークの適正
な実施のためのガイドラインを策定通知した。

（ 3）�在宅ワークの適正な実施のための�
� ガイドライン

このガイドラインでは、在宅ワークを「情報通
信機器を活用して請負契約に基づきサービスの提
供等を行う在宅形態での就労」のうち、主として
ほかの者が代わって行うことが容易なものをい
い、例えば文章入力、テープ起こし、データ入力、
ホームページ作成などの作業を行うものと定義
し、「ただし、法人形態により行っている場合や
他人を使用している場合などを除く」としている。
注文者が守っていくべき事項として、まず契約
条件の文書明示およびその保存を挙げている。す
なわち、在宅ワーク契約締結時に、仕事の内容、
報酬額、その支払期日および支払方法、諸経費の
取り扱い、納期や納品先および納品方法、成果物
が不完全であった場合や納入が遅れた場合の取り
扱いなどを明らかにした文書を交付することと
し、これを 3年間保存することとしている。ただ
し電子メールにより明示してもよい。
次に契約条件の適正化として、報酬の支払期日
は成果物受け取りから30日以内（長くても60日以
内）、報酬額は在宅ワーカーの適正な利益確保が
可能となるように決定するとされ、最低賃金を参
考にすることも考えられると付け加えた。また、納
期は在宅ワーカーの作業時間が長時間に及ばない
よう設定し、通常の労働者の1日の労働時間（8時間）
を目安とするとされ、継続的な注文を打ち切る場
合の事前予告も求めている。さらに、注文者が在
宅ワーカーの個人情報を無断で漏

ろう

洩
えい

しないこと、
VDT作業1の適切な実施や腰痛防止など健康確保

1　��VDT（Visual�Display�Terminals）作業とは、ディスプレイやキーボード等から構成されるパソコンや監視カメラなどの機器を使
用して、データの入力・検索・照合やプログラミング等を行う作業のこと。

─ 46 ─

03_日本政策金融公庫論集_本文_濱口先生.indd   46 2020/05/18   15:30



雇用類似の働き方に関する現状と課題

は採用された提案の応募者に対して納品後の成
果物の大幅な修正を指示するなどは望ましくな
いことまでが記述されている。
その他報酬額や契約条件の変更など各項目で記
述が詳しくなっているが、注目すべきは契約解除
という新たな項目である。労働者ではないので解
雇権濫

らん

用
よう

法理が適用されないことを前提としつ
つ、「契約違反等がない場合に、注文者が任意で
契約を解除する場合は、注文者は、契約解除によ
り自営型テレワーカーに生じた損害の賠償が必要
となること」とか「継続的な取引関係にある注文
者は、自営型テレワーカーへの注文を打ち切ろう
とするときは、速やかに、その旨及びその理由を
予告すること」を求めている。しかし、改定され
てもガイドラインは所詮通達に過ぎず、法的効力
を有するものではない。雇用類似の働き方が社会
のなかで大きな割合を占めていくことになれば、
「法的保護の必要性を中長期的課題として検討す
る」ことの重要性が高まっていく。

4 　雇用類似の働き方に関する近年の政策

（ 1）個人請負型就業者研究会

2009年 8 月、厚生労働省は個人請負型就業者に
関する研究会を開催し、その就業実態を踏まえた
施策の方向性について検討した。翌2010年 4 月に
取りまとめられた報告書では、就業者や活用企業
にとって労働者性の判断がしやすくなる方法を検
討することのほか、企業が個人請負型就業者を活
用する場合に守るべき事項、注意すべき点等を盛
り込んだガイドライン作成を検討すること、求人
情報の利用者が不利益を被らないよう、求人情報
の掲載基準について行政と求人情報業界とが連携
してガイドライン作成を検討すること、トラブル
の相談窓口について行政がわかりやすく情報発信
することなどが示されている。

（ 5）�自営型テレワークの適正な�
� 実施のためのガイドライン

2017年 3 月の「働き方改革実行計画」に、非雇
用型テレワークのガイドライン刷新と働き手への
支援が盛り込まれ、仲介業者を想定せず、相対契
約を前提とする現行の非雇用型テレワーク（＝在
宅ワーク）のガイドラインを改定し、仲介業者が
いったん受注して働き手に再発注する際にも守る
べきことを示し、また仲介事業者に求められる
ルールを明確化するとしている。
2017年10月に柔軟な働き方に関する検討会が設
置され、同年12月に報告を取りまとめるとともに、
「自営型テレワークの適正な実施のためのガイド
ライン（案）」を示した。厚生労働省はこれを受
けて、2018年 2 月、新たなガイドラインを公表し
た。名称が在宅ワークから自営型テレワークと
なっているのは、家内労働法の延長線上から個人
請負型就労形態全般を対象としていく姿勢の変化
を表している。
新ガイドラインは仲介事業者を、①他者から業
務の委託を受け、当該業務に関する仕事を自営型
テレワーカーに注文する行為を業として行う者、
②自営型テレワーカーと注文者との間で、自営型
テレワークの業務の斡

あっ

旋
せん

を業として行う者、③イン
ターネットを介して注文者と受注者が直接仕事
の受発注を行うことができるサービス（いわゆる
クラウドソーシング）を業として運営している
者と定義している。そして、旧ガイドラインが
契約条件の文書明示とその保存から始まってい
たのに対し、その前段階として募集内容の明示
と、その際に留意すべき事項を詳しく規定して
いる。クラウドワークにおいては、応募された
複数の提案から採用案を選び報酬を支払ういわ
ゆるコンペ式がみられることから、その旨の明
示や、採用に至らなかった提案の知的財産権を
提案者に無断で公開・使用しないこと、さらに
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関する検討会を設置し、翌2018年 2 月に報告書を
取りまとめた。これは、発注者の共同行為と単独
行為に分けて、前者は不当な取引制限、後者は自
由競争減殺および優越的地位の濫用という観点か
ら、世上問題となっているさまざまな行為につい
て競争法上問題となり得るものを指摘するかたち
になっている。

（ 4）雇用類似の働き方に関する検討会

2017年 3 月の働き方改革実行計画では、「非雇
用型テレワークのガイドライン刷新と働き手への
支援」という項目で注目すべき記述がみられる。
すなわち、インターネットを通じた仕事の仲介事
業であるクラウドソーシングが急速に拡大するな
かで、仕事内容の一方的な変更やそれに伴う過重
労働、不当に低い報酬やその支払遅延、提案形式
で仮納品した著作物の無断転用など、発注者や仲
介業者との間でさまざまなトラブルに直面してい
ると指摘し、「非雇用型テレワークを始めとする
雇用類似の働き方が拡大している現状に鑑み、そ
の実態を把握し、政府は有識者会議を設置し法的
保護の必要性を中長期的課題として検討する」と
述べている。中長期的課題とはいえ、この問題に
法政策として本格的に取り組む意欲が明示された
ことになる。
厚生労働省は2017年10月に雇用類似の働き方に
関する検討会を開始し、その実態等を把握・分析
し、課題整理を行った。同検討会は2018年 3 月に
報告書を取りまとめたが、そこでは、雇用類似の
働き方の者として保護の必要性があるかを検討す
る対象者はどのような者と考えるか、雇用と自営
の中間的な働き方であることを踏まえ、経済法等
との間で留意すべき点はあるか、これらについて
検討した。その結果、仮に雇用類似の者を保護す
るとした場合にその方法としてどのようなものが
考えられるかといった問題を提起し、これは労働
政策審議会労働政策基本部会に報告された。

（ 2）経済産業省の動き

安倍晋三内閣の下で働き方改革が進められるな
かで、経済産業省は2016年11月に「雇用関係によ
らない働き方」に関する研究会を開催し、翌2017年
3 月には報告書を取りまとめた。同報告書では、
雇用関係によらない働き方を日本型雇用システム
の対極にあるものとして位置づけて、働き方の選
択肢として確立することを目指している。そのた
めの環境整備として、いくつかの提言をしている。
まず働き手のセーフティネットとして、休業時
の公的な補償制度（労災保険・産休育休制度）の
不足、受注減や廃業時の公的な保障制度の不足を
指摘し、民間保険を活用することを提示している。
一種の民間失業保険である。
次に報酬（受注単価）が低額であり、生活を成
り立たせることが困難な場合が多いことを指摘
し、著しく低い対価を不当に定めることを禁止す
る下請代金支払遅延等防止法による保護のほか、
「その従属的立場を踏まえて、一定の範囲で労働
法制による保護を及ぼすことが、中長期的には検
討されてよい」と踏み込みつつ、そうすると「逆
に労働時間や場所の柔軟性・自立性という…メ
リットを失わせることにもなりかねない」と慎重
な姿勢もみせている。
また、報酬の不払いが起こったときの交渉が難
しいなど報酬回収の不確実性についても、上記下
請法による代金の支払遅延の禁止の遵守ととも
に、実際に支払いの遅延や不履行が生じた場合の
ための金銭的補償手段が設けられることが望まし
いとしている。未払賃金立替払制度の民間版であ
ろう。

（ 3）公正取引委員会の動き

一方、公正取引委員会もこの問題に競争法の観
点から乗り出してきた。2017年 8 月、公正取引委
員会は競争政策研究センターに人材と競争政策に
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は、まだ正規の報告書として取りまとめられてい
ない）。

（ 1）雇用類似就業者数の試算

雇用類似就業者を「発注者から仕事の委託を受
け、主として個人で役務を提供し、その対償とし
て報酬を得る者」と定義して試算したところ、そ
の人数は全体で約228万人であり、うち本業とす
る者約169万人、副業とする者約59万人である。
このうち、主に一般の消費者を直接の取引先とす
る者を除き、主に事業者を直接の相手とする者だ
けでみると約170万人、うち本業が約130万人、副
業が約40万人となる。
どこまでを「雇用類似」というかはさまざまな
考え方があろうが、要件を少しずつ変えていくと
図－ 1のような包含関係になる。自身で事業等を

（ 5）雇用類似の働き方論点整理検討会

2018年10月には雇用類似の働き方に係る論点整
理等に関する検討会（以下、論点整理検討会）が
設置され、雇用類似の働き方に係る論点整理等を
行うとともに、規制改革推進会議で指摘された放
送制作現場における実態把握、課題整理および�
当面の必要な措置の検討等を議論していくことと
なった。

5 　雇用類似の働き方の実態

この論点整理検討会の第 9回会合（2019年 4 月）
に、JILPTが行った「雇用類似の働き方の者に関
する調査・試算結果等（速報）」が報告されている。
本節ではその概要を紹介したい（本稿執筆時点で

出所：労働政策研究・研修機構「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」
（注）　小数点以下・四捨五入の関係で、内訳の合計が計に一致しない場合がある。

図－１　雇用類似の包含関係
雇用類似の働き方の者に関する試算結果（個人請負型の就業者の人数）

○発注者から仕事の委託を受け、主として個人で役務を提供し、その対償として報酬を得る者に関し、人数を試算。
　※「雇用類似の働き方」については、「雇用類似の働き方に係る論点整理等に関する検討会」で検討中であり、現時点で対象者は決まって
　　いないことに留意が必要
　※インターネット調査であることや、各設問の条件に該当すると回答した者の人数を試算していること等に留意が必要

・「ふだん、何か収入になる仕事をしている」者を対象
・収入になる仕事の内容（２つ以上している場合には、収入次点の仕事まで）を確認
・ここでの「自身で事業等を営んでいる者」は、「法人（会社など）の経営者」「個人事業主」「個人業務請負・受託」
　「自由業、フリーランス」「インディペンデント・コントラクター」「クラウドワーカー」「自営型テレワーカー、
　在宅ワーカー」「シルバー人材センターの会員」「内職」「農家や漁業者」を選択した者

全　体
（本業＋副業）

約538万人自身で事業等を営んでいる者

雇われない働き方（※） 法人の経営者、個人事業主で「店主」ではない者

約202万人約188万人

約228万人
発注者から「業務・作業の依頼（委託）」を受けて行う仕事

従業員を常時使用していない
※家族従業員のみ使用する場合を含む

主に「一般の消費者」を
直接の取引先※主な取引先が仲介事業者の者や仲介事業者を通じている

　が主な相手先は「分からない」という者も含む

主に「事業者」を直接の取引先（※）

約58万人約170万人

約367万人

※「個人業務請負・受託」「自由業、フリーランス」「インディ
ペンデント・コントラクター」「クラウドワーカー」「自
営型テレワーカー、在宅ワーカー」「シルバー人材センター
の会員」「内職」を選択した者

（「法人（会社など）の経営者」「個人事業主」で、自身の店舗
を構えて、主に一般の消費者を相手に、商品・サービスの
販売や飲食の提供等を行っている「店主」ではない者）
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（ハ）報酬の支払確保や報酬額の適正化について
は、経験のあったトラブルのなかで最も多いのは
「報酬の支払いが遅れた・期日に支払われなかっ
た」の18.7％であり、公的な支援を求める事項とし
ても「最低限支払うべき報酬額の策定」が16.7％、
「標準的な報酬額についての情報提供」が11.8％、
「報酬支払いの時期等に関するルールの策定」が
6.5％である。

（ニ）就業時間や就業場所等の就業条件についてみ
ると、就業日時や場所に関する主要な取引先から
の指示について、自営的な「指示されることは、
全くない（すべて自身の裁量で決めることが出来
る）」が、就業日時に関して31.1％、就業場所に
関して42.7％で最も多いが、雇用的な「業務の性
質上、当然に指定される」も、就業日時に関して
28.0％、就業場所に関して31.3％とかなり高い。
主な就業場所は「自宅」が51.6％である。仕事に
携わった 1カ月当たりの日数や時間は本業と副業
で差があり、本業は日数「21日以上25日以内」が
26.8％、時間「 6時間以上 8時間未満」が31.9％
とフルタイムに近い長さが最も多いのに対し、副
業は日数「 5日以内」が35.5％、時間「 2時間以上
4時間未満」が27.3％とかなり短い。

（ホ）最もよくあったトラブルは、（ハ）で述べたと
おり「報酬の支払いが遅れた・期日に支払われな
かった」（18.7％）で、次いで「仕事の内容・範
囲について揉めた」が17.4％、「報酬が一方的に
減額された」が13.3％で、「セクシュアルハラス
メント・パワーハラスメント等の嫌がらせを受け
た」も2.9％ある。こうしたトラブルに対し、「取
引先と直接交渉した」のが52.5％に上るが、「す
べて解決した」のは34.2％である。

（ヘ）公的な支援や整備を求める事項としては、「仕
事が打ち切られた場合の支援」の19.6％、「最低

営んでいる者約538万人のうち、従業員を常時使
用していない者が約367万人で、そのうち発注者
からの委託で仕事をする者が約228万人なので、
広い意味での自営業者の約半分弱ということに
なる。

（ 2）雇用類似就業者の現状

主に事業者を直接の取引先とする雇用類似就業
者について、検討会における検討課題ごとにその
現状をみると以下のとおりである。

（イ）仕事内容は、「建築・土木、測量技術者」が
8.0％、「情報処理・通信技術者」が6.2％、「美術家・
デザイナー、写真家、映像撮影者」が5.6％と多
くなっているが、副業だけでみると「研究員、教
員、講師、インストラクター等」が7.7％、「入力」
が6.2％、「記者・ライター」が6.1％、「歌手、声
楽家、楽器演奏家、俳優、声優、司会、演芸家」
が5.3％である。

（ロ）仕事の発注に当たっての契約条件の取り決め
についてみると、①仕事の内容については、自営
的な「発注事業者から提示を受けるが、自身で選
択したり、必要があれば交渉する」が59.3％だが、
雇用的な「発注事業者が、一方的・定型的に決定
する（選択や交渉の余地はない）」も22.4％と少
なくない。②仕事の報酬については、雇用的な
「発注事業者が、一方的・定型的に決定する（選
択や交渉の余地はない）」が38.4％で、自営的な
「発注事業者から提示を受けるが、自身で選択し
たり、必要があれば交渉する」の34.2％よりも多
い。公的な支援を求める事項のなかでは、「契約
内容の決定や変更のルールの明確化」が9.4％、
「取引先に対し、契約条件を書面等で明示させる
ルールの策定」が9.2％、「取引先からの契約の終
了（解約）を制限するルールの策定」が5.9％と
なっている。
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労働法上における労働者性の判断基準と調査項
目の対応関係は表－ 1のとおりである。これら各
設問に対し、それぞれの回答に表－ 2のとおりス
コアを付した。
こうして項目ごとに 1から 3まで付されたスコ
アを合計して、その者の労働者性スコアの分布
をヒストグラムにしてみると、労働者性が中く
らいのものが最も多く、労働者性の高い者と低い
者が両側に分布していることがわかる（図－ 2）。
総スコア 7〜11を「労働者性スコア低」、総スコア
12〜14を「労働者性スコア中」、総スコア15〜20
を「労働者性スコア高」とすると、労働者性ス
コア中が58.1％と過半数を占め、労働者性ス�
コア低が28.0％、労働者性スコア高が13.8％で�
ある。

限支払うべき報酬額の策定」の16.7％、「仕事が
原因で負傷した・疾病になった場合の支援」の
15.2％という順に高くなっている。

（ 3）労働者性スコア

なおJILPTは、論点整理検討会に先行する雇用
類似の働き方検討会の第 3回会合（2018年 3 月）
にも「独立自営業者の就業実態と意識に関する調
査（ウェブ調査）」（速報）を報告している。これ
は既に報告書として取りまとめられているが2、
そのなかで上記労働基準法・労働組合法上の労働
者性の判断基準に対応する調査項目ごとに労働者
性のスコアを付けて、その分布を示しており、こ
れは他に類例のないデータであるので、やや詳し
く紹介しておきたい。

2　�労働政策研究・研修機構（2019a）。

【労働基準法上の労働者】 該当する設問

＊指揮監督下の労務提供

①諾否の自由 Q20.�取引先事業者からの依頼を断れたか

②業務遂行上の指揮監督下の有無 Q14.「1.�作業内容・範囲」について、取引先事業者から指示を受けていたか

③拘束性 Q14.「2.�作業を行う日・時間」について、取引先事業者から指示を受けていたか�
Q14.「3.�作業を行う場所」について、取引先事業者から指示を受けていたか

＊報酬の労務に対する対償性 Q17.�＆Q17-1.�報酬額に影響を与えた要素

【労組法上の労働者】 該当する設問

＊契約内容の一方的・定型的決定 Q13.�契約内容について

＊報酬の労務対価性 Q17.�＆Q17-1.�報酬額に影響を与えた要素

＊業務の依頼に応ずべき関係 Q20.�取引先事業者からの依頼を断れたか

＊�広い意味での指揮監督下の労務提供、一定
の時間的、場所的拘束

Q14.「1.�作業内容・範囲」「2.�作業を行う日・時間」「3.�作業を行う場所」について、
取引先事業者から指示を受けていたか

＊顕著な事業者性 Q19-1.�経費負担について

表－１　労働法上における労働者の判断基準と対応する調査項目

出所：労働政策研究・研修機構「「独立自営業者」の就業実態」（以下同じ）
（注）　�本稿では、「労働者性スコア」を算出するうえで、次の項目を除いている。まず、労働基準法における判断基準のうち、指揮監督下の労務提

供③拘束性の補強要素である「代替性」、ならびに、使用従属性の判断が困難な場合の補強要素としての「事業者性の有無」および「専属性
の程度」については除くこととした。また、労組法上の労働者性のうち、「事業組織への組み入れ」は、その判断基準において、特に複数の
要素や条件が必要となる複雑なものとなっており、調査票の設問に落とし込むことが困難であったため、スコアの算出の際に考慮する要素と
しては除くこととした。
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6 　論点整理検討会の議論

（ 1）中間整理

論点整理検討会は、2019年 6 月まで13回にわ
たって議論を行い、同月「中間整理」を取りまと
めた。そのうち、雇用類似の働き方に関する保護

表－２　スコアの付け方

労働者性概念と該当する設問 回答方法 スコア

【諾否の自由/業務の依頼に応ずべき関係】
＊�Q20.�引き受けることが難しい仕事を主要な取引
先事業者から依頼された時、断ることができま
したか（SA）

1.�常に問題なく断れた 1

2.�時には断れなかった 2

3.�常に断れなかった 3

4.�そのような仕事を依頼されることはなかった 非該当

【指揮監督下の有無（広い意味も含む）】
＊�Q14.�契約以降にも主要な取引先事業者から指示
を受けていましたか（あてはまるものそれぞれ
にSA）

1.�常に指示を受けていた 3

2.�しばしば指示を受けていた 2

3.�あまり指示されなかった 2

4.�全く指示されなかった 1

【報酬の労務に対する対償性/報酬の労務対価性】
＊�Q17.�お仕事の報酬額に影響を与えた要素はなん
でしたか（MA）
＊�Q17-1.�前問でお答えの、お仕事の報酬額に影響
を与えた要素のうち、最も主要な要素をお答え
ください（SA）

Q17-1.�最も主要な要素（SA）において、「4.�業務に要した時間」もしくは「9.�
最低賃金の水準」を選択 3

Q17.�報酬額に影響を与えた要素（MA）において、「4.�業務に要した時間」
もしくは「9.�最低賃金の水準」を選択 2

Q17.�報酬額に影響を与えた要素（MA）において、「4.�業務に要した時間」
もしくは「9.�最低賃金の水準」を選択していない 1

Q17.�報酬額に影響を与えた要素（MA）において、「11.�算出根拠は分から
ない」を選択 非該当

【顕著な事業者性】
＊�Q19-1.�主要な取引先事業者とのお仕事を行うの
に必要な備品や経費は、通常誰が負担していま
したか（SA）

1.�取引先がすべてを支給 3

2.�あなたがすべてを負担 1

3.�あなたが多くを負担 2

4.�取引先が多くを支給 2

【契約内容の一方的・定型的決定】
＊�Q13.�主要な取引先事業者との契約内容について
あてはまるものを選んでください（SA)

1.�取引先が一方的に決定した 3

2.�あなたが一方的に決定した 1

3.�双方で協議の上、決定した 2

4.�第三者（クラウドソーシングの会社や仲介会社など）の定めるルールに
沿って決定した 非該当

5.�その他 非該当

6.�上記のようなやり取りはなかった 非該当

図－２　スコアの分布（ヒストグラム）

0

100

200

300

400

500

600

207 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
634

66
144

245

358

489 512 470

285

174
130

75
32

（n=3,020）

─ 52 ─

03_日本政策金融公庫論集_本文_濱口先生.indd   52 2020/05/18   15:31



雇用類似の働き方に関する現状と課題

して個人で就業」については、家内労働法の規定
に倣って同居の親族以外の者を使用しないことを
常態とすることを基本とする方向である。役務
提供の範囲については、サービスの提供以外の
物品等の製造・加工等も含む方向である。法人で
ある場合をどう考えるかについては、法人化は
容易であり、業態として主として個人で役務を
提供していれば対象とすべきという意見と、法
人化が事業者性の一つの指標であるという意見
とがあり、保護の内容に応じて検討すべきとさ
れている。
委託者については、一般消費者ではなく事業者
である場合を対象とする方向（言い換えれば、前
述の試算で約170万人とされている「主に事業者
を直接の相手とする者」が保護の対象となる）で
あるが、プラットフォームが介在する場合にはプ
ラットフォーマー自体を発注者とみるべきケース
があるのではないかという指摘があり、プラット
フォーム等の仲介事業者が介在する場合には、契
約条件の実質的な決定をしているのが誰なのかと
いう観点で議論すべきとされている。

（ 3）�労働条件の明示、契約の締結・変更・�
� 終了に関するルールの明確化

まず募集関係は、雇用類似の仕事を行う者の募
集の際のその条件の明示を促す方策を検討すべ
きとし、明示事項は前述した自営型テレワーク
ガイドラインの記載事項を参考にするとしてい
る。また、相手が企業か個人かを問わずに募集
している場合でも、個人が対象となる以上は明
確化すべき部分は一定のルールを設けるべきとし
ている。
契約の締結・変更関係については、委託する際、
就業条件を変更する際に、委託者から雇用類似就
業者への就業条件の明示を促す方策を検討すべき
とし、明示事項は家内労働法や下請法、自営型テ
レワークガイドラインの記載事項を参考にすると

等の在り方について論じているところをみていく。
基本的な考え方として、客観的に労働者性が認
められず自営業者であるが、労働者と類似した働
き方をする者について、①労働者性を拡張して保
護を及ぼす方法、②自営業者のうち保護が必要な
対象者を、労働者と自営業者との中間的な概念と
して定義し、労働関係法令の一部を適用する方法、
③労働者性を広げるのではなく、自営業者のうち
一定の保護が必要な人に、保護の内容を考慮して
別途必要な措置を講じる方法の三つを示してい
る。このうち①は判断基準の抜本的見直しを伴う
ので困難として、当面は自営業者のうち、「発注
者から仕事の委託を受け、主として個人で役務を
提供し、その対償として報酬を得る者」を中心に
③の方向で検討するとしている。
各論については委員の諸意見を羅列している部
分がほとんどだが、セクハラ・パワハラ等につい
ては、2019年男女雇用機会均等法等の改正時に国
会附帯決議でフリーランスに対するセクハラ等の
被害防止が求められていることから、男女雇用機
会均等法や労働施策総合推進法に基づくセクハラ
指針、パワハラ指針等で対策を検討すべしとして
おり、これらは職場のハラスメント対策で対応さ
れることになる。また、仕事が原因で負傷しま
たは疾病にかかった場合の支援については、労
災保険に関する専門家等による法制的・技術的な
課題の整理等が必要だとして、そちらで専門的な
検討を開始することを求めており、やはり労災保
険サイドで対応されることになる。

（ 2）雇用類似就業者として保護すべき対象者

本稿執筆時点では、まだ論点整理検討会の報告
は取りまとめられていないが、検討会に提示され
た資料等から大まかな方向性を探っていこう。
まず、「雇用類似の働き方」として保護すべき
対象者について、具体的な保護の内容ごとに対象
者が異なってくることが想定されている。「主と
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示唆されている。その他の報酬水準の適正化の
ための方策として、報酬額の設定理由について
委託者から雇用類似就業者への説明を促すこと
が提起されている。

（ 5）就業条件

安全衛生については、家内労働法を参考にして、
雇用類似就業者に対する危害を発生させる可能性
のある設備や物品等を譲渡等する場合に危険防止
のための措置を定めるなど、一定の措置を促す方
策が検討されている。特に委託者から場所の指定
があり、委託者の関係者と同じ現場で働くなど、
その就業場所での安全衛生管理を雇用類似就業
者自身ではできないような場合が念頭に置かれて
いる。これに対し、委託者等に対して雇用類似就
業者の安全や健康の確保に関する配慮を求める
旨の規定を定めることも示唆されているが、取引
先が健康管理を行うことについては慎重に考える
べきという指摘もされている。
就業時間については、すべての雇用類似就業者
に一律の就業時間の制限を設けることは必ずしも
雇用類似就業者の利益にならないと否定的である
が、健康確保の観点から運送業等一定の業種等に
ついては働き方の実態を考慮した対応が必要とい
う指摘もある。
損害賠償額の予定は、労働者であれば労働基準
法第16条で禁止されているが、雇用類似就業者に
ついても賠償の予定があり得ることを前提とした
うえで、その額に一定の制限を加えること等が検
討されている。

（ 6）紛争が生じたときの相談窓口等

雇用類似就業者が就業条件等について委託者と
の間で紛争が生じた場合に相談できる窓口につい
て、実態としては労働者である者の存在も考えら
れることから、ワンストップでの対応の必要性も
検討されている。

している。ここでは特に、原則として契約内容の
一方的変更はできないにもかかわらず、一方的な
変更がトラブルとしてみられることが問題意識に
上っている。
契約の終了関係については、例えば委託者に対
し事前に予告を求めること、契約の解除や打ち切
りの事由に一定の制限を設けることが検討されて
いる。契約の終了に保護を加えるべき雇用類似就
業者について、継続的な契約関係がある場合等の
さらなる要件を設ける必要があるのではないかと
いう指摘があり、さらに一定期間を超えて継続的
に業務を委託している場合に事前予告を求めること
も提示されている。ちなみに家内労働法では6カ月
を超えて継続的に同一の家内労働者に委託をして
いる委託者に予告義務がある。

（ 4）報酬の支払確保、報酬額の適正化等

報酬の支払確保については、報酬を一定期日ま
でに支払うことを促す方策を検討すべきとし、具
体的な期日や基準となる「受領した日」について、
家内労働法を参照している。家内労働法では、委
託者が家内労働者から受領した日から起算して
1カ月以内に工賃を支払わなければならない。ま
た支払方法について、通貨払い、全額払い、直接
払い等の是非が検討されている。
報酬額については、最低賃金や最低工賃を参考
とした最低報酬の設定の要否が議論されている
が、仮に設定する場合の技術的課題として、①最
低賃金のような時間単位で設定することについて
は、委託者が就業時間を管理する働き方ではない
点、②最低工賃のように物品等の一定の単位で設
定することについては、その「一定の単位」を
どう考えるのかという問題が指摘されている。
これに対して、国以外の団体等が標準的な報酬
額を定めるという案も示され、中小企業等協同
組合法の活用、公正取引委員会の「事業者団体
の活動に関する独占禁止法上の指針」の参照が
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イラー報告書は就労者概念を依存的契約者に変
え、その判断においては自身による労務供給は
重視せず、指揮命令基準をより重視すべきと提
言している。

（ 2）フランス

フランスでは、破棄院（最高裁判所）の判例に
より指示、統制、制裁という 3要素によって労働
契約の性質決定の有無を判断するという手法が維
持されている。労働契約の性質決定に当たっては、
法的関係としての「法的従属」ではなく、事実と
しての「従属的地位」が基準となっている。経済
的依存は、労働契約の基準としては退けられてい
るが、従属の証明に寄与する考慮要素ではある。
他方、組織への組み込みを基準とする考え方は明
確に退けられている。
一方、立法により雇用類似の働き方について労
働法の適用領域を拡大する規定が存在し、一定の
職業の契約を労働契約と同一視するものとして、
家内労働者、外交商業代理人、新聞記者、興業役
者があり、一定の就労者に対し労働法典の一定部
分の適用を認めるものとして、労働者でない支配
人等について労働時間や賃金、解雇に関する規定
が適用される。
近年の新たな就労形態としては、疑似派遣型独
立労働者やプラットフォーム型就労者があり、後
者については2016年の労働法改革により、労働災
害のリスクをカバーする民間保険への加入や職業
訓練の実施をプラットフォーム事業者に義務づけ
るとともに、労働組合の結成や団体交渉・労働協
約の締結など集団的労働権を確認した。さらに
2019年のモビリティ法は、妥当な価格等法所定の
内容を含むcharteを結んだ場合には、その条項を
労働者性を認める要素としないと定めた。しかし、
2018年11月の破棄院判決（Take�Eat�Easy事件）
は、プラットフォーム型の自転車食事配達員を労
働者と判断した。

7 　諸外国における状況

論点整理検討会には、英米独仏 4カ国における
雇用類似の働き方に関するJILPTの調査研究成果
が報告されているが、これらも本稿執筆時点では
まだ正規の報告書として取りまとめられていない
ので、それに先だって出された労働政策研究・研
修機構（2019b）等により各国における状況を紹
介する。併せて、近年注目を集めた米国カリフォ
ルニア州のギグ法についても略述する。

（ 1）英　国

英国の労働者性の判断基準は、コモンローに
おいて使用者責任の有無を決定するために発展
してきた基準であり、現在でも指揮命令の欠如
が労働者性（雇用契約性）を否定するとされて
いる。一方1960年代以来、当該労務供給者が
自己の計算において事業を行う者といえるかと
いう経済的実態の観点も考慮して総合的に判断
されるようになった。1980年代には、継続性
のない一回的・単発的な労務供給契約による労
務供給者（casual�worker）の労働者性が否定
されることとなり、これが後に「就労者」概念
を生み出すこととなる。1990年代には、労務
供給者が自身の労務を提供することが労働者性
の必要条件とされ、実務では代替者による労務
供給を認める旨の契約条項を入れることにより
当該労務供給者の労働者性を否定することを狙
う例がみられる。
なお、1997年労働党政権以降、主として労働
者性を否定されたcasual�workerを包摂するた
めに設けられた概念が就労者（worker）であり、
その要件は契約者自身による労務供給と契約の
相手方が専門職の依頼人や当該人によって営ま
れる事業の顧客ではないことである。なお近年
のギグ・エコノミーに対応して、2017年のテ
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かるべき就業者が非労働者として分類されてし
まうために、労働者として扱われていれば給与
から源泉徴収される連邦保険税を政府は徴収し
損ねてしまい、税収確保が困難になるという現
実的な問題への対処である。また、州や地方自
治体レベルで非労働者に係る条例を定める動き
もある。

（ 5）米国カリフォルニア州のギグ法

最近注目を集めた政策動向として、米国のカリ
フォルニア州が2019年 9 月に公布した州労働法典
の改正法、いわゆるギグ法がある。これは、カリ
フォルニア州最高裁判所が2018年 4 月に下したダ
イナメックス事件判決におけるいわゆるABCテ
ストを成文化したものであり、独立請負業者と認
められるための要件を厳格に限定している。なお、
それまで同最高裁はボレロ・テストというより緩
やかな要件を採用していたが、今回の改正法は一
定の職業についてはABCテストではなく従来の
ボレロ・テストにより労働者性を判断するとして
いる。ギグ法は既に2020年 1 月から施行されてお
り、日本も含めて世界各国に影響するところが大
きいと思われるので、やや詳しく紹介しておき
たい。
改正法第 1条は上記最高裁判決と改正法の趣旨
を、独立請負業者と誤分類されることにより最低
賃金、労災補償、失業保険、病気休暇および介護
休暇といった州法による保護を奪われている労働
者にこれらの権利を回復することと、誤分類によ
るこれらの保険料収入の喪失への対処であると
謳
うた

っている。
改正法第 2条により労働法典に第2750条の 3が
追加され、これが今回の法改正の主要部分となる。
改正法第 3条により労働法典第3351条（被用者の
定義）が改正され、第（i）項として「2020年 1 月
1 日以降、第2750条の 3に従い被用者であるすべ
ての個人」が追加されている。

（ 3）ドイツ

ドイツで雇用類似就業者に近い概念として一人
自営業者があり、報酬問題、契約問題、社会保障
などの問題が指摘されている。近年の法的な動向
としては、2016年に民法典が改正され、判例によ
る労働者性の判断基準を条文化した。
また、社会法典に年金保険機構による法的地位
の確認手続き規定が設けられた。一人自営業者に
対する法的保護としては、①家内労働法は物の製
造加工だけではなく、データ入力のような事務作
業も対象となる。②労働協約法その他において「労
働者類似の者」という中間的概念が設けられ、労
働協約を締結する権利やセクハラからの保護が認
められている。③芸術家やジャーナリストなどの
「労働者類似の自営業者」に社会保険加入義務が
ある。

（ 4）米　国

米国では、コモンローに由来するコントロール
テストと、公正労働基準法で用いられている経済
的実態テストがある。現在では経済的実態テスト
が用いられる根拠法令は公正労働基準法のみであ
り、大多数の立法においてはコントロールテスト
で労働者か否かが決せられている。なお、差別禁
止法における労働者性判断に際しては、両者を
ミックスしたハイブリッドテストが用いられる
ケースもある。さらに、州労災補償法においては、
就業者が行う職務が使用者の事業の不可欠な一部
をなしているか否かによって就業者を労災保証法
上の労働者であるかを判断する業務相関性テスト
を用いる州がある。
現在、プラットフォーム・ビジネスにおける働
き方に含まれる独立契約者や請負といった非労
働者に係る問題への対処として、就業者の誤分
類を是正しようという動きがある。すなわち、
本来であれば法的には労働者として扱われてし
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（3）�カリフォルニア州の許可を受けた弁護士、
建築士、技師、探偵、会計士

（4）�証券取引委員会又は金融規制機関の許可を
受けた証券取引人、投資顧問又はその代
理人

（5）�失業保険法典で適用除外が認められている
直接販売員

（6）�一定の要件を満たす漁師
第（c）項
一定の要件を満たす以下の専門サービス
ⅰ独創的で創造的なマーケティング
ⅱ標準化困難な人的資源管理
ⅲ旅行代理人
ⅳグラフィック・デザイン
ⅴ補助金申請書作成
ⅵ美術家
ⅶ財務省の許可を受けた税理士
ⅷ決済代行人
ⅸ一定の写真家
ⅹフリーランスの記者、編集者、漫画家
ⅺ�許可を受けたエステティシャン、ほくろ・い
ぼ除去師、爪美容師、理容師、美容師
第（d）項
（1）許可を受けた不動産取引人
（2）許可を受けた債権回収人
第（e）項
�一定の事業向けサービス・プロバイダー
第（f）項
一定の要件を満たす建設業の下請人
第（g）項
�一定の顧客向けサービス・プロバイダー（個人
指導、家の修理、引越、掃除、使い走り、家具
の組立て、犬の散歩や世話等）

条文上はこの「一定の要件」も細かく規定さ
れているが、これをみると今回の法改正はウー
バーのような近年登場したプラットフォーム型

（イ）ABCテスト条項
労働法典第2750条の 3第（a）項が、ダイナメックス
事件判決が確立したABCテストを規定している。
�第（a）項（1）
　本法典及び失業保険法典の規定並びに産業
福祉委員会の賃金命令において、報酬を得るた
めに労働又は役務を提供する者は、以下のすべ
ての要件を充たすことを使用主体（hiring�
entity）が証明しない限り、独立請負業者では
なく被用者であるとみなされる。
（A）�その者が労務の遂行に関連して、労務遂行

契約上もかつ実態においても、使用主体の
管理（control）と指揮（direction）から自由で
あること。

（B）�その者が、使用主体の事業の通常の過程以
外の労務を遂行すること。

（C）�その者が、遂行した労務と同じ性質の独立
した職業、業務、事業に慣習的に従事してい
ること。

この第（A）号から第（C）号までの3要件をすべて充
たさなければ被用者とみなされ、労働法典や失業保
険法が適用されるのであるから、極めて厳格な規定
といえる。しかしながら、同条第（b）項から第（h）項に
至るまで、今回の法改正はかなり膨大な適用除外を
設けており、そこまでみなければ全貌はわからない。

（ロ）ボレロ・テスト条項
これら膨大な適用除外には、ダイナメックス事
件判決によるABCテストではなく、これまで確
立してきたボレロ・テストが適用される。それを
簡潔に一覧化すると以下のようになる。
第（b）項
（1）�保険法典に基づき保険局の許可を受けた保
険代理店

（2）�事業・職業法典によりカリフォルニア州の
許可を受けた医師、歯科医、足治療師、�
心理士、獣医
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にまで被用者扱いを広げようとするものではな
さそうである。

の就業形態を狙い撃ちしたもので、従来から社
会のあちこちに存在してきた雇用類似の働き方
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